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令和５年度第３回東京都後期高齢者医療広域連合 

運営会議議事概要 

令和５年 12月 18日（月）14：00～15：55 

東京区政会館 202・203会議室 

 

【出 席 者】：鳥羽会長・西村副会長・植竹委員・小村委員・佐川委員 

柴田委員・島崎委員・荘司委員・末田委員・高橋委員 

髙原委員・髙山委員・外山委員・鳥田委員・中野委員 

並木委員・根本委員 

【欠 席 者】：井上委員・今泉委員 

【広 域 連 合】：大井副広域連合長・新井総務部長・佐藤保険部長 

岩崎総務課長・大関企画調整課長・川田管理課長 

大田債権管理課長（保険課長兼務）・原田会計管理者 

【一般傍聴者】：なし 

 

【議 事 内 容】 

１．開会・運営会議の成立報告 

委員の過半数以上の出席があり、運営会議が成立する旨を事務局から報告し

た。また、資料の確認及び会議の取扱いに関する説明を行った。 

 

２．副広域連合長挨拶                            

副広域連合長が挨拶を述べた。 

 

３．議事                         

議事（１） 「令和６・７年度保険料率の改定に係る提言ついて」 

 

事務局による説明＜資料１＞ 

 

 後期高齢者医療保険料の東京広域独自の所得割軽減について説明した。 

低所得者への所得割軽減については、東京都独自の軽減措置として行ってい

る。発足当初は、国の財政支援があったが、現在は東京都の一般財源のみを投

入して実施している。東京都独自の軽減の実施においては、制度発足以前より

62市区町村長の代表によって構成された協議会によって議論がされてきた。 
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どの収入の被保険者までを軽減対象とするかは、区部は年金収入245万円

まで、市町村部は208万円までと、考えに相違があった。それぞれの意見を

踏まえて協議会で議論した結果、年金収入208万円までの被保険者を対象と

する軽減策が平成19年第１回の広域議会で可決された。 

 しかし、国が平成29年度まで年金収入211万円までの被保険者を対象とし

て所得割軽減に係る財政支援を行う方針を示したため、国の基準に東京広域

の一般財源を上乗せする形で軽減を実施していた。 

 その後、平成29年度をもって国の財政支援が終了したため、東京広域では

62市区町村に東京広域独自の所得割軽減を継続するかどうかアンケートを行

い、賛成多数により一般財源の投入による独自軽減を行うこととなり、現在

に至る。 

 下記の表では、国、東京都それぞれが軽減していた割合を記載している。 

 

 東京都は制度発足当初より、賦課のもととなる所得金額が15万円以下では

50％、20万円以下では25％を軽減、その相当額を一般財源で負担するという

形をとっており、国からの財政支援がなくなった後もそれが続いている。 

 続いて資料１裏面の令和6・7年度保険料率算定案における保険料の比較表

について説明した。 

③の「東京都独自の所得割軽減を行わなかった場合との比較」では、独自

の所得割軽減の影響がわかるように、（１）では公的年金収入のみ、（２）

では給与収入のみの単身者の計算例を記載している。 

 表の左端のとおり、軽減有り、軽減無し、その差を３段書きにしている。

三段目の差の欄について、例えば令和６年度は、賦課のもととなる所得金額

が15万円の方は7,300円、20万円の方は4,900円の差が一年間で出てくること

を示している。 

なお、同じ所得金額でも保険料の計算結果が異なる箇所については、オレ

ンジで塗りつぶしている。 
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公的年金収入の方と給与収入の方とでは均等割の軽減割合の判定が異なる

ため、同じ所得金額でも、公的年金収入のみの方のほうが保険料は安くな

る。 

 

※上記の説明に加えて、当日席上配布した「令和５年度第２回東京都後期

高齢者医療広域連合運営会議等のご意見対応表」のとおり回答した。 

 

質疑 

(委 員) 平成 29年度をもって国の財政支援が終わったことに伴い、アン

ケート調査を行ったとあるが、これはいつ行ったのか。 

(事務局) 平成 28年度に行ったものである。 

(委 員) アンケート調査を行ったときは独自の制度の存続という意見がた

くさんあったが、そのあとの状況として廃止したらどうかという

意見もあるため、広域連合の特別対策委員会を設けて議論するこ

ととなったという理解でよいか。 

(事務局) 所得割軽減も含め、その他の特別対策も全て含めて引続き一般財

源を入れていくかということについて議論していくということで

ある。 

(委 員) 保険料率の決定を広域連合が行い、実際の保険料の賦課徴収は市

区町村が行う。委託という形でやっているので、市区町村からす

ると自分たちで直接保険料を決められないが事務は行っている。

実際に被保険者と接しているのは市区町村であり、いろいろな意

見が広域連合の方に直接伝わることは少ない状況かと思うが、そ

の認識は合っているか。 

(事務局) 概ねその通りであるが、事務の委託ではなく広域連合の規約の中

で市区町村と広域連合の役割分担として実施している形である。 

(委 員) 現場の市区町村の委員の方が出席しているので、どのような感覚

なのか聞きたい。 

(委 員) 所得割軽減やその他、被保険者の保険料を下げる対策により保険

料負担が下がっているため、その点については被保険者に説明し

やすい部分はある。ただ制度全体を見ると、一般財源を活用して

いるので制度として今後良いのかといった点で議論があるところ

である。 

(委 員) 現場としても、保険料が高いという声を非常にたくさん頂戴し、

その説明に苦慮しているところである。そうした状況の中で、こ

の所得軽減という少しでも軽減の努力をしていると説明できると
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いったところでは皆さんに理解してもらいやすい。一方で、一般

財源を投入するといったところでは、特別会計の中で措置できな

いため、そこが悩ましいところである。 

(委 員) 窓口の方に保険料が高いとの苦情が寄せられているということで

あった。その階層は必ずしも低所得階層ではないと思うが、例え

ば中堅階層からの意見はあるのか。また、今回限度額をかなり引

き上げるが、なぜこんなに引き上げるのだというような意見はあ

るのか。 

(委 員) 保険料が高いことに関しては所得階層に関わらず意見をいただい

ている。生活にかかる可処分所得は世帯ごとに異なるため、必ず

しも所得があるからといって保険料の支払いが問題ないかという

と、そういうことはない。今回の改定に伴う限度額の引上げにつ

いては、まだ広く知られたところでないため、その点についての

意見はいただいていない。 

(委 員) 低所得の方よりも限度額まで到達している方から理解が得られな

いところがある。収入がそれなりにある方から、どうしてこんな

に高い保険料がかかるのかという声や、自身の後期高齢者医療の

保険料に加え家族の国保の方も払わなければならないといったと

ころで、毎月 10万円以上かかる保険料をどうやって支払ってい

けばいいかという声を多々受けている。 

(会 長) 各広域によって料率は違うのか。 

(事務局) 都道府県ごとに異なる。 

(会 長) 東京都は他と比べて高いのか。 

(事務局) 一人当たりの平均保険料額でいうと、令和 4・5年の時点では全

国で 1位である。 

(会 長) 軽減を入れた場合どうか。 

(事務局)  軽減後の金額としても高い。 

(委 員) 国の基準に従ってやらざるを得ないのは私も理解しているが、国

の方は低所得層のところは据え置いて、負担能力に応じてという

ことを強調し、限度額を相当高く上げようとしている。東京都単

独で様々なことをできないことは十分承知しているが、国民から

お金を取る以上、どういう姿が公平というか納得感が得られるの

かということについてきちんと考究してもらいたいというのが私

の意見である。 

(委 員) 後期高齢と国民健康保険の両方の保険料を払っている方というの

は、２つお金を取られているという感覚が強いと思う。少し制度
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自体を直すようなことを東京都の団体として考えるということも

一つの考えである気がしている。国の制度であることは存じてお

り、そこがネックというか大きな壁であることは存じているが。 

(会 長) 提言の中に国の制度に対する反対意見を盛り込んでも意味がない

と思うが、これまでの発言にあった課題についてよく考えいい解

決方法を探ることを言える形にはしたいと思う。 

 

 ここで提言書（案）の説明を会長より行った。 

  

 ※提言書を読み上げた後、委員提供資料の説明を行った。 

 

 

 

 

 

 

 



- 6 - 

(委 員) 提言についてはその通りだと思う。特にフレイル予防・健康寿命

の延伸のところでは、フレイルについては「啓発」というところ

だけでは、なかなか改善しにくいと思う。介入することで行動変

容・生活改善の働きかけを住んでいるところでなされる仕組みが

とても大事だと思うので、フレイル予防健康寿命の取組みに努め

るというところが書かれたのはとても大事だと思う。 

(委 員) 1の最後のところの「フレイル予防・健康寿命の延伸や適正な医

療給付に努め」の「適正な医療給付に努め」の部分で、データヘ

ルス計画の中では医療費と柔整、あはきの件も出てくるので、医

療費の適正化だけでなく「医療費・療養費の適正化」ということ

で療養費も含めた方が良いのではないか。 

(会 長) 「適正な医療費・療養費の給付に努め」というふうに字句を改め

ることでよいか。 

(委 員) 「適正な」でもいいし、「医療費・療養費の適正化」でもいい。 

(会 長) どちらがよいか。 

(委 員) 私は、「医療費・療養費の適正化」。私はいいが、一般的には

「適正化」はわかりにくいので「適正な」の方がいいかと思うが

お任せする。 

(会 長) では一任してもらう。 

(委 員) 2については概ねこれで良いのではないかと思う。誤解がないよ

うに言うと、8・9年度の保険料率改定に反映できるようにそれま

でに特別対策検討会の結論を持ってこいというところであるが、

YESか NOか必ず結論のところまで持って来いと言っているわけで

はない。場合によっては引続き継続審議ということもあると思う

ので、何らかの結論を持ってきてほしいというのが私が申し上げ

たかった趣旨である。 

フレイル予防や健康寿命の延伸、多剤投薬について是正すべきで

あるが、健康寿命を延ばしても平均寿命－健康寿命の年齢は大き

く変わっているわけではない。つまり、疾病予防をしてもそれは

先送りになっているだけという議論も昔からあり、それに対して

違うという意見もあるかもしれないが、その点について、決着は

ついていないのが率直なところではないか。何のために疾病予防

やフレイル予防、多剤投与の啓発もやっているのか。一義的には

本人の健康なり、QOLを維持向上させることだと思う。その上

で、医療費にどういう影響を及ぼすのかという話であると思う。
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そうすると、ここのところは少し強すぎるため、少し修文した方

が良いのではないか。 

(会 長) まず平均寿命と健康寿命だが、日本の中ではそれほど縮まってな

いように見えるが、やはり健康寿命の長い国では相対的に寿命も

長いと。健康寿命が長い国は健康寿命と生涯寿命の差が短いとい

うのが世界的な統計である。日本の健康寿命の差は実は算定方法

の方に問題があり、世界的な健康寿命の算定では日本は世界で１

位であり、9年と言われているほど長くはなく、6年くらいしか

ない。健康寿命が伸びれば、段々少しずつ短くなる。次に、健康

寿命が延びた場合にその医療費がどうなるかということだが、85

歳以上まで健康寿命が伸びた場合には非常に医療費が低くなると

いったデータがある。従って健康寿命を長くして比較して長命で

短い差にした場合に医療費が非常に低くなる可能性を追及してい

くべきだというのが老年学会の考え方である。ただしご発言にあ

ったように遅々として縮まらないのではないかというのはその通

りであるが、これは年々伸びていくので、例えば平均寿命が 100

になった場合、そこからは指数関数的に縮まるので健康寿命と平

均寿命の差は 2年以内になる。そうすると医療費もかからなくな

るというのは我々の理想とする将来像である。その第 1段として

フレイル予防で健康寿命を延ばそうというふうにやっているとこ

ろである。以上でよろしいか。決してご発言にあったように強す

ぎるというのではなく、グローバルにアフリカやインドなどのア

ジアとかそういうところと比べて健康寿命の差が短くなった先進

国の中では最終的な厳しい戦いである。 

(委 員) 先ほど言ったように一義的には QOLや健康の確保であり、QOLの

維持向上がベースだと思う。それから医療費の適正化に努めるべ

き、あるいは、フレイル予防に含めて後期高齢者の健康とか QOL

の維持向上、それから医療費の適正化を努めるということについ

て反対してないので、そこまでは良いと思うが、その結果、保険

料の上昇の抑制まで書く必要があるのだろうかというところが私

の意見である。 

(会 長) いわゆる老年症候群をいくつ持っているかということでフレイル

を診断しようということになってきた。フレイルの方は他の方に

比べて症状や病気が多くなる。従ってフレイル予防というのは症

状や病気の予防といったことにつながる。フレイル予防というの

は訴える症状が少なくなるため、当然薬や医療にかかる点数も減
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る。そういう理屈でフレイルということを理解してもらえると皆

さんも簡単に腑に落ちると思う。 

(委 員) 会長がそこまで言うのであればこれ以上言わないが、私はここま

で書く必要はないと思っている。 

(会 長) 保険料率の改定で何を被保険者に還すかといっても、我々は後期

高齢者の健康寿命の延伸にこれらの保険を通じて新しくこういう

サービスを強めていくから保険料率が上がるということを言わな

い限り、どんどん高い機械やお薬が出てきて高くなる一方で不満

が募るばかりである。このような一つの方向性を出すことによっ

て、少し高くなるが予防的にも我々もやるので出してくださいと

いうのが私の座長としての考え方である。 

(委 員) このフレイル予防と健康寿命の延伸に特化した形で書くのは実は

重症化予防も入れてほしいとか色々思うところがあり、先ほども

データヘルス計画の話をしたが、ここには当然フレイルも入って

いるが、それ以外も健康に資するものが入っており、できること

ならこれ 2つに特化しないで例を上げた上で「保健事業を実施

し」とか、そういった形で間接的に上昇を抑えるという方が限定

的よりは全体を表していていいかと思う。 

(会 長) 皆保険以来、厚労省は様々な疾患の重症化予防などに取り組んで

きて、解決された疾患も今でも重症化が問題になっている疾患も

ある。今までの重要な施策における疾患の重症化予防と同時にと

いうように付け加えるのは反対しないが、それを全部書くと戦後

の重要な施策を 10も 20も書かなければならないのでただ一つの

疾患というようには書きにくい。ただ今まで記されてこなかった

老化に伴う一つのイメージとしてフレイル予防、介護予防という

のを出されているので、そこを主に取り上げるということであ

る。歴史的な経緯も踏まえて現在 1番焦点となる、これからなる

ことを具体的な名前で入れたという次第である。 

(委 員) みなさんが言っていることは机上の理論としては素晴らしいと思

うが、現実の東京都の後期高齢者の医療で問題となっているのは

多重受診、ポリファーマシー、あるいは高齢者医療救急で一番お

金がかかっている。そこを抑えなければ保険料率が上がっていく

のがわかっているにも関わらず一言もない。現実問題として、こ

の令和 6年度・7年度、8年度・９年度に関しては、被保険者が

きちんとした認識を持たない無尽蔵に医療費が上がっていくとい

うことをまず注意喚起。もちろん健康でいることは１番大事だと
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は思うが、それ以上にかかり方を考える。ヘルスリテラシーを含

めて自分たちの健康は自分たちで考えないといけないという時代

である。あとは過剰医療。介護保険と国民健康保険が突合すれば

医療費を減らせると言われているので、そこはぜひ考えてもらい

たい。 

(会 長) どのような文言で具体的に入れるか。 

(委 員) 重複受診及び過剰な医療。 

(会 長) 適切なぐらいだったら良いが、過剰、それらを入れるにはもう一

回皆さんで資料を集めてコンセンサスを経ないと今日の提言には

入れられないような気がするがどのようにしたらよいか。 

(委 員) 過剰な医療は反発があると思うので、不適切な医療ということに

なるかと思う。もう一つ言うと、第 3次医療費適正化計画で医療

費の適正化効果の調査を行っている。そこでいうと特定健診・特

定保健指導、会長が言っているフレイルの話とは少し違うと思う

が、そこがどのくらいの規模かというと、200億くらいである。

そこに比べると例えば後発医薬品が約 4000 億とか、ボーダーが

違う。そうすると会長のお気持ち的に私も先ほどの説明で理解は

するが、そこがちょっと突出しすぎており、バランスを欠くのか

と思う。 

(会 長) 医療費のインパクトが少ないのではないかということか。ここの

データヘルス計画には良いが、医療費のところには当面大きなイ

ンパクトが少ないのではないかと。むしろポリファーマシーのこ

ととか書いた方が良いのではないかと。 

(委 員) ポリファーマシーや後発医薬品の促進であるとか、そういうこと

の方が当面の話としては効果が大きいのではないかと思う。 

(副会長) ここまでの意見を聞いて、会長が示した「適正な医療」の中に加

わる内容があると思うので、ここに例えば括弧をつけて集中的に

関心を持ってもらいたい内容を入れる方法もあるかと思う。都民

が見たときに、どういうインパクトがあるかというのが重要かと

思う。もう一つだけ、先ほどの直接保険料の上昇の抑制につなが

るかどうかという点については、フレイル予防などを行うことに

よって、結果的に将来の保険料上昇抑制につながる可能性は十分

にあるというように思うため、この「フレイル予防・健康寿命の

延伸や適正な医療給付に努め」をそのままつなげることが現状か

ら難しいのであれば、「結果的に将来的な保険料の上昇抑制につ

ながるよう取り組むことを併せて要望する」と少し距離を持たせ
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ることで、今回の保険料の改定に係る考え方の提言になるのでは

ないかと思う。 

(委 員) 確かに過剰医療とか多重受診とかいう言葉を書くと大変刺激的で

ある。そこで一つのアイデアとして、例えば「限られた医療資源

に配慮した適正な医療給付に努め」というような形にすれば良い

のではないか。これは具体的には何かと聞かれれば、私たちが過

剰医療や多重受診、ポリファーマシーとかこういうことを止めて

いこうということであると言えれば良いのではないか。 

(委 員) 本当にいいと思う。一番問題になっているのは限られた医療資源

である。コロナ渦で 45から 35までのドクターたちがフェードア

ウトしていくという現象が出てきている。そうなると我々世代を

診てくれる医者がいなくなってしまうわけである。それを考える

と限られた医療資源を上手く使っていかないと自分たちにしっぺ

返しが来るということを利用者にわかってもらうことが一番いい

のではないか。 

(委 員) 昔から延命治療の問題があり、本人が延命治療を望んでいなかっ

たにも関わらず、家族が延命を希望する例がまだ非常に多い。つ

まり、本人の意思が無視されているケースが非常に多い。その辺

が医療費の何パーセントになるか私もわからないが、結果として

無駄になっている医療費が非常に多いと思う。 

(会 長) 事前指示書が無視されて延命した方が多いという結果は今のとこ

ろないが、かなりの部分が活かされていないのが事実である。 

(委 員) 先ほど副会長が提案した括弧書きというところに加え、個別にい

くつか具体的なことがあったとしても、一つは医療・療養、治療

に当たること、もう一つは保健事業。大きくこの二つのどちらか

に入る。最初のフレイル予防・健康寿命、重症化予防は保健事業

であり、医療資源に関わることは医療の方なので、個別に羅列し

ているとちょっと違う。保健事業と医療療養を大きく二つ出し、

そこに一部～等といいながら具体的なものを入れておくというこ

とで、結果として将来的な保険料の上昇を抑えられるという方が

個別に羅列するより良いのではないかと思う。具体的には、保健

事業（フレイル予防・重症化予防など）。次が適正な医療療養費

の給付、言葉は柔らかくした方がいいかもしれないが、括弧して

先ほど言われていたようなことを入れたらどうか。 

(会 長) フレイル予防は今まで保健事業としてされてきたが、東京都医師

会と協力して医療としてやろうとしている。フレイルというのは
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いろんな病気体があるので保健予防、保健だけではない。フレイ

ルは老年症候群の積み重ねで、医療行為そのものである。老年医

学そのものである。フレイルというのは疾患に対する老年症候群

に対する全般的な重症化予防行為を指すものである。 

(委 員) 提言書案の最後のところに、「適切な保険料負担の在り方につい

て考究するように努めること」とあるが、考究するというだけで

はなく、その結果を関係者に知らせ、そういう意味ではこの東京

の広域連合から保険料や何か適正化というようなことが理解され

るようにした方がいいと思う。なので、文面から言うと「考究

し、その結果を関係者に理解していただくよう努めること・関係

者に周知するよう努めること」のようにして、ただ単に考究する

だけにとどまらないような努力もするのはどうか。 

(会 長) 本来は考究して、課題を摘出して解決策を提案して、それを国と

共有できればいいが、そこまで国が考えてくれるとは考えにくい

ので、考究して課題を共有したり、みんなで発信していったりと

いうことまでが適切だと思う。 

(委 員) 私は個々の部分については会長が言ったのが限度だと感じる。た

だそこは実質的な話として、文言よりもまず国の制度ありきの現

状という、今言っているのはそういうことだと思う。それを考究

し、そのうえで国に対して広域連合全体として物申すというよう

なことをやっていくということだと思うので、私としてはこの程

度のところでもギリギリいいかなと思う。 

(会 長) 提言以外に、様々な議事録や意見を載せたものも連合長などに見

てもらえるのか。 

(事務局) 議事概要については公開する。 

(会 長) 皆様の意見は載ることになるので、この短い提言の中ではなく、

細かい内容やニュアンスについては読んでいただくと言う形では

駄目でしょうか。 

(委 員) 結構である。 

(委 員) 具体的に提言書案の 1の文言の方はどのような形にするのか。 

(会 長) 1の文言に関しては取りまとめ、微細な修正にとどめたいので

「フレイル配慮や様々な疾患の重症化予防を通じ健康寿命の延伸

や適正な医療費・療養費の給付に努め、将来的な保険料率の上昇

の抑制を図るよう併せて要望する」ではどうか。 

(委 員) 私の感じだと延伸の後については、「医療資源に配慮し、適正な

医療給付」とつけたらどうか。 
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(委 員) 最近国の方では本人の QOLであるとかそこを尊重する、向上す

る、その結果として医療費の抑制や適正化になるという言い方に

なっていると思う。従って、私が懸念しているのは最初の少なく

ともフレイル予防や健康寿命の延伸だけで将来の保険料率の抑制

をするということになると、その対策は自分たちのためではな

く、医療費の抑制のためかというように受け取られるのではない

かと思う。 

現場の方が混乱しないようにしてほしいというのが本意だったの

で、今の修文で適正化という言葉が入れば、その辺りの懸念のと

ころがだいぶ解消されるため、私としては先ほど会長が示された

案でそれ以上は言わない。 

(会 長) 将来的な保険料の抑制というところに問題があるということか。 

(委 員) 努めることによってその上昇の抑制を図るというのが強すぎるの

ではないかということを言っている。したがって私は、適正な医

療給付に努めるよう要望するでもいいのではないかなと思う。 

(委 員) 実際抑制しないとこの国は無理ではないか。だからここは強く言

わないといけないのではないか。 

(委 員) 適正な給付の方は同じ意見である。私が言っているのはフレイル

とか疾病予防のところの効果のところに関して、全体の金額の規

模感が違う。医療費の抑制の話であれば本筋では今言われたよう

なことだと思う。 

(会 長) 医療費を抑制せざるを得ないことは間違いないため、「将来的な

保険料率の上昇の抑制に資する」にするか。図るではなく、資す

るであれば若干弱まり、不満もあると思うが。 

(委 員) 結構である。それ以上は申し上げない。 

 

※会議の場で様々な意見が出たため、会長一任で提言書を取りまとめることと

なった。 

※令和５年12月22日に事務局が会長より提言書を受領した。 
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 議事（２）「第4期高齢者保健事業実施計画（データヘルス計画）について」 

 

 事務局による説明＜資料２＞ 

 

 ※まず本会議までに受け付けた質問について、事前送付した「ご意見対応表

（資料２別添１）」に沿って説明した。 

 

 今回作成した計画案の素案からの変更点は、「資料２別添１」の該当部分と

資料編の追加である。資料編については、国から示された内容をベースに適宜

必要な情報を掲載している。標準化の観点から、主にＫＤＢシステムを活用し

て作成しているため、項目によっては、正確な数値を抽出することが困難なも

のもあり、その際は参考と標記している。また、現時点でデータを分析中のも

のもあることを伝えた。 

 次に今回追加した資料編について簡単に説明した。 

 資料２の58ページからは、被保険者数の推移と構成や平均余命、平均自立期

間、主な死因別死亡割合、など、被保険者の健康状態に関する分析を掲載して

いる。 

 続いて62ページからは、健康診査の実施状況や健康診査結果の状況、後期高

齢者の質問票調査の状況を掲載している。 

 73ページからは、医療費関係の分析結果を掲載している。医療費の経年推移

や一人当たり医療費の市区町村比較、疾病分類別の医療費を掲載している。 

 80ページからは、生活習慣病関連疾患に関する分析、人工透析及び糖尿病性

腎症に関する分析を掲載している。 

 85ページには歯科受診の状況、86ページにはフレイルに関する分析、89ペー

ジ以降は介護関係の分析を掲載している。 

 最後に96ページでは、重複投薬、多剤投薬、ジェネリック医薬品についての

分析を掲載している。 
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 また、下記の通り令和６年１月19日から２月２日までの間、パブリックコメ

ントを実施することを伝えた。 

 

 

 ２月の第４回運営会議にてパブリックコメントの結果等を反映させた計画案

について審議し、提言を受け、計画策定といった流れになる旨を伝えた。 

 

(委 員) ご意見対応表の２番目の「広域としてレセプト情報のみでの判断

は困難であるため」との文言は変えた方がいいと思う。社保や厚

生局に聞いたところ、レセプト情報の突合はできるとのことであ

る。「困難である」との文言は変えた方がいいと思う。 

(事務局) 調整させていただく。 

(会 長) 前回大きな議論になった 15剤の話というのは、資料 2の 48ペー

ジを見ると、適正服薬推進事業をやっている。それから適正化事

業では、今は 10剤でやっているということでいいのか。例えば
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６剤にしたときにどれくらいなるかどうかっていうこともチェッ

クしながら、将来的に 10剤を８剤にするとか、そういうことも

今後の検討の対象になるという理解でいいのか。 

(事務局) そのような理解で良い。 

(会 長) 結局来年の４月からは６剤というのを中心でやっていくというこ

とになった。15剤についても当面調べるが、エビデンスがあるの

は６剤以上であるため、６剤というのをまず指標として、副作用

率が２割から２割５分に増える 10剤以上というのは本人の承諾

なしには投薬できない数であるため、減らしていくことが医療の

適切な、過剰な医療にも役立つということがここでは言える。ま

た 86ページに後期高齢者のフレイル関連項目のいい図があるの

で見ていただきたい。 

(委 員) 資料２の 48ページ、一番下のところに「ポピュレーションアプ

ローチによるポリファーマシーの啓発についても事業化を検討し

ます」となっているがこれは何をやるのか。 

(事務局) 現時点では、薬の管理の服薬バック的なものを考えているところ

である。 

(委 員) 服薬バックに関しては確か前期高齢者側で以前もやったことがあ

り、いわゆる残薬バックといわれるもので、残薬を調整していく

ということを薬剤師としてもちろんやっているが、何で飲めてな

かったのかというところの調整も必要というところも含め、適切

な服薬管理というところが入ってくるというイメージで考えてい

るところである。 

(委 員) 44ページの歯科検診事業について、重点事業にはなっているが、

今までと同じような取組みになっているように感じる。受診率が

2.6％ということでかなり低いため、何か違った思い切った事業

展開をしてもらわなければ、なかなか医科のような 50％台までは

伸びることはないと思う。もう少し延ばしてもらいたいというこ

とで、例えば医科健診のところに歯科の重要性や検診の重要性な

どを盛り込むとか、何か方法を考えてもらいたいと思う。 

(会 長) 私も受けているが、器具とか検査の項目が結構多い。今、うちの

方で 1/4くらいの時間でできるような装置などを開発しているの

で、それらと合わせて普及が 10倍くらいになるといい。啓発す

るにはどういったことがあると思うか。 

(委 員) 医科で例えば糖尿病の健診で問題がある方に、糖尿病と歯周病の

関係が今言われているため、歯周病の方の歯科健診を受けるよう
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な啓発事業などをやってもらえたらと思う。あとはあのフレイル

のチェックシートの中に口の機能のところがあるのでそこで口の

口腔機能のところにチェックが入った方には歯科検診を受けるよ

うにというようなこともお願いできたらと思う。 

(会 長) これは文言の修正になるか、それとも但し書きになるか。 

(事務局) 歯科検診については各自治体で行っているため、なかなかこちら

でというのは難しいところと、加えて財源のところもあるため困

難である。 

(会 長) サジェスチョンはいいか。必要性に関する但し書きのような。 

(事務局) 但し書きについてはその通りである。 

(会 長) 具体的な質問によっては今日取りまとめというより、２月までは

取りまとめるので、ある程度今日意見を出してもらうということ

で良いか。 

(事務局) はい、意見があるようでしたら出してもらえたらと思う。 

(委 員) 今回 48ページのところの適正服薬推進事業の薬局のところだ

が、最近問題となっている返戻が、処方箋というのは基本的には

４日間しか有効性がなく、薬局から疑義照会があって５日目とか

６日目とか 10日目に取りに行ったものを OK として処方した場

合、社保や国保含めて無効な処方箋に対して薬局が薬を出したの

で、それを許可した医療機関側がそのお金を返戻するように言わ

れる事例がかなりある。本来は被保険者が払うべき話だが、それ

を医療機関が払うということが起きている。どれくらいあるのと

いったら結構な額があるという報告を受けている。それを考えた

ときに適正服薬推進事業の中に適正に処方薬を取りに行くことも

啓発してもらいたい。 

(委 員) 処方箋の有効期限に関しては、正直東京ほか周りの県はだいぶ厳

しいという情報を聞いている。何を言おうが４日間過ぎたら単な

る紙ペラにしかならないという話である。ただ、地方で処方箋を

貰ってきて時間が過ぎてしまったという患者さんに、これ無理だ

よ、もう一回行ってきてというのはやっぱり医療を継続してもら

わないといけないっていう観点から言うとそこは厳しい。そこは

薬剤師として薬局側が本来例えば風邪とかで風邪薬を今飲んでほ

しいのに４日過ぎて貰いに来てもそれは無理であるという判断は

薬剤師はやっているはずなので、そこの部分を考えた中で、一般

的な方に対する啓発をしていかなければ無法地帯になってしまう

可能性がある。４日間過ぎても貰えるという言い方をされるとち
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ょっとそれは違うのではないかと。そこの部分は私どもも含め

て、啓発したいと思うのでよろしくお願いしたい。 

(委 員) 人によっては複数の病院にかかる場合が当然ある。その場合、当

然医者に飲んでいる薬の報告をもちろんすると思うが、それに対

して、例えば風邪にかかって病院に行った時には、その治す目的

だけで薬を貰って帰ってくる。別の病気を持っている場合はその

ことを伝えて、それを踏まえた薬剤を処方してもらっているとい

う理解でいた。多く飲んでいる人に非常に大きな影響があるとい

うのを一般の高齢者にもわかりやすいように啓発をしてもらいた

い。 

(会 長) 重複受診やポリファーマシー、先ほどの終末期のこととかを誰か

コントロールしてよく説明するお医者さんが必要。誰がどういう

全体像を見ていろいろなものをやってあげるかという視点も必要

な気がする。 

(委 員) 本当は医者がお薬手帳を見ることができればいいのだが、お薬手

帳を忘れたり、シールを貼り忘れてしまったりして医者に情報が

来ない。今度保険証をなくし、マイナンバーカードで情報を得る

ようにするとなっているが、現状オンタイムで確認できず、３か

月前の情報しか見ることができない。今後医療 DXが進めばもう

少し医者の方も襟を正して薬を整理するのではないかと思う。 

(委 員) この 48ページのデータを見て驚いたのだが、KDBシステムで６剤

で抽出すると 60万人いるということは、後期高齢者の 1/3が６

剤ということである。 

(会 長) 前は４割いた。 

(委 員) 例えばポスター貼って 6剤以上はポリファーマシーでだと言った

場合、これは大混乱すると思う。したがって、かかりつけ医機能

を発揮させるとか、本当のことをいうとそういうことの中心とな

るかかりつけ医が全体をコントロールするとか、それこそいまの

DXか何かでそのようなことをチェックするシステムを作らなけれ

ば、本質的な解決にならないような気がしますので、ぜひそうい

うことも併せて広域連合というよりも、医師会、薬剤師会と協力

していくことが必要なのではないか。そうしなければ、6剤とい

うことが独り歩きしてかえって現場の方で混乱を起こす。あるい

は６剤以上投与していても、必要な人までも混乱させるのは本意

ではないので、そのあたりは丁寧にやった方がいいと思う。 
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(会 長) 数だけではなく、その人に応じて必要な病気に対する薬は例え 8

つでも必要な場合もあるが、やってはいけない薬とか、薬の副作

用に対して、薬で対応するとか最悪である。データヘルス計画の

対応の中でどのような場合にいけないのかというのをわかりやす

くする。広域連合独自でできないことも多々あるので医師会や例

えば我々でもいいが、学会も通じて啓発に関して協調をしていく

とかそういうような幅の広い対応を書き込めるようなことをお願

いするというようなことでよいか。 

(委 員) 48ページの６剤や 10剤の多剤投薬者数のところに関しては、デ

ータの取り方によって違うというように思う。全員が全員という

わけではなく、例えば常に血圧のお薬を飲んでいる患者さんがち

ょっと転んだり、どこか打ったりして痛み止めを貰った場合、そ

れで 1剤、２剤増える。それが常に飲んでいる６剤なのかそれと

も一時的に飲んでいる６剤なのかというところもだいぶ違ってく

るので、そのような捉え方をしてもらいたい。あとは対応の仕方

については医師会の先生方と協力していきたい。 
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 議事（３）「令和４年度決算の概要について」 

 

 事務局による説明＜資料３＞ 

 

  

まず一般会計は、歳入決算額が 73億 5,100 万円、歳出決算額が 72億 7,500

万円、差引額 7,600万円となっている。令和３年度比で歳入が 17.0％、歳出が

17.2%の増となった。増の要因としては、歳入は財政調整基金からの繰入金の

増、歳出は窓口負担割合の２割負担追加に係る広報経費及びコールセンター事

務経費の増、特別会計への繰出金の増によるものである。 

次に特別会計は、歳入決算額が 1兆 5,247億 200万円、歳出決算額が 1兆

4,961億 4,800万円、差引額 285 億 5,300万円となっている。令和３年度比で

歳入が 3.2％、歳出が 3.9%の増となった。増の要因としては、歳入は国庫支出

金や都支出金、現役世代からの支援金である支払基金交付金などの特定財源の

増、歳出は保険給付費の増によるものである。 

各会計の差引額については、それぞれの令和５年度予算に繰り越す。 
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上の表は、一般会計の「令和４年度決算概要」である。表の右側、総務費の

情報政策費は、保険証の一斉更新を２度実施したことに伴う広報のため、東京

いきいき通信臨時号の発行及び後期高齢者医療制度のしくみの増刷、また、窓

口２割負担に係る対応のためコールセンターの委託件数を増したことにより 2

億 1,700万円の支出となった。民生費は、保険証の一斉更新を２度実施したこ

とによる交付事務経費を含む特別会計への繰出金で 56億 2,400万円の支出と

なった。 

主な不用額としては、総務費の一般管理費で計上している職員手当等の執行

残（3,600万円）、会計管理費で計上している公金取扱手数料の執行残（700

万円）、情報政策費で計上している広報紙発行委託料の契約差金等による執行

残（1,900万円）などとなっており、不用額合計 7,600万円、執行率は 99.0％

となった。 
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 続いて上の表は、特別会計の「令和４年度決算概要」である。表の右側、総

務費の総務管理費は、保険証の一斉更新を２度実施したことによる交付事務経

費等により59億6,200万円の支出となった。保険給付費は、昨年と同水準の執

行率98.0％であったが、被保険者数の増等に伴って増加し、1兆4,474億7,800

万円の支出となった。また、諸支出金の区市町村負担金返還金における２号補

正の未計上により、予備費を1億700万円充当している。 

主な不用額としては、保険給付費で計上している療養給付費の執行残（302

億7,000万円）、保健事業費で計上している健康診査委託料の執行残（7億2,70

0万円）、総務費の総務管理費で計上しているシステム改修経費の執行残（8,4

00万円）や、給付事務（１億2,600万円）や点検事務（6,700万円）における委

託料の執行残などとなっており、不用額合計325億8,900万円、執行率は97.9％

となった。 
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上の二つのグラフは年度ごとの医療費、医療給付費と平均被保険者の推移を

まとめたものである。令和４年度は、制度発足時の平成20年度と比較し、医療

費は74.9％、被保険者数は52.5％、医療給付費は76.7％の増加となっている。 

 また、資料３別紙3-3のグラフは医療給付費について、入院、入院外、歯

科、調剤にわけて年度別に集計した推移を示している。一人当たり給付費の対

前年増加率は、調剤のみが減少し、その他すべての項目で前年より増加してい

る。 
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６. 閉会                                

 次回の運営会議については、令和６年２月 14日（水）午後２時開催予定で

あり、内容が確定次第、開催通知を送付する旨を説明した。 


